
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

庁費

食品等試験検査費 562.8 655.5

計 566 662

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

0.9 1.7 推進枠の要求による増（0.8百万円）

1.8 4.1 推進枠の要求による増（2.8百万円）

委員等旅費 0.5 0.5

職員旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3 0.4

単位当たり
コスト

７，７９４（千円／試験） 算出根拠

　○平成24年度
 （事業執行額）÷（活動実績）
 　506,600千円÷（9＋24+19+13）＝7,794千円

(    　  ―       )

621

41

24

(    　  ―       ) (    　  ―       )

19

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度

(    　  ―       )

活動実績

（当初見込
み） (    　  ―       )

33

24年度
目標値

（   年度）

新規添加物の成分規格分析・検査の実施数

成果実績 件

20 10 9 ―

達成度

単位 22年度 23年度

％

(    　  ―       ) (    　  ―       )

成果実績 1

件

執行率（％） 88.1% 81.1% 81.4%

執行額 781 558 507

886 688 623 566 662

566 662

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 886 688 623

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

  食品添加物等の規格基準の設定・再評価のため、バイオテクノロジーの進歩を踏まえた化学物質の分析試験を実施し、使用及び流通実
態の調査結果と併せ暴露量を推定し、制度設計を検討する。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

Ⅱ－１－１　食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発
生を防止すること

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

食品衛生法第10条、11条（添加物）、食品衛生法第18
条、62条、食品安全基本法第24条（食品用器具・容器
包装）

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

　最新の科学的知見により、食品添加物等の規格を整備するとともに食品及び食品用器具・容器包装等への化学物質の使用基準を設定・
検証することにより、食品の安全性を確保する。

食品安全部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成20年度 担当課室 基準審査課 長谷部　和久

事業名

事業番号 301

食品添加物、食品用器具・容器包装等の安全性確
認の計画推進事業

担当部局庁

会計区分 一般会計 政策・施策名

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標

既存添加物等の反復投与毒性試験の実施数

(    　  ―       )

24年度 25年度活動見込

(    　  ―       ) (    　  ―       )(    　  ―       ) (    　  ―       )

推進枠の要求による増（135百万円）、分析試験検査等の品目数の見直しによる減（▲43百万円）

一日摂取量調査を行った食品添加物数

達成度

(    　  ―       ) (    　  ―       )

活動実績

（当初見込
み）

活動実績

（当初見込
み）

活動実績

（当初見込
み）

―

既存添加物等の変異毒性試験の実施数

(    　  ―       )

8 18 13 ―

―

(    　  ―       )

件 ―

食品添加物の新規指定数

指定等要請者（事業者）からの指定等要請に基づき指定
等を行う制度となっているため、定量的な成果目標として
設定することは不可能

既存添加物の安全性評価数

安全性評価に関するデータ収集の状況によって、進捗状
況が異なることから、成果目標の設定は困難

20 10 9

― ― ―％

件

件

件

―

― ― ―

5 3



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

国
費
投
入
の

必
要
性

評　価項　　目

縮
減

本事業は、食品の安全性確保のため、食品添加物の規格基準の設定・再評価等に必要な経費であるが、不用が生じていることを踏まえ、活
動実績と事業効果を検証するなどによりコスト削減ができないか検討し、予算措置の効率化を図ること。

食品添加物の安全確保のための科学的知見の集積を踏まえ、分析試験検査等の品目数を見直したことにより削減を図った。(反映額：▲４３
百万円）

平成24年平成23年

－資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成２１年度会計検査院決算検査報告
「不当事項」（113）
 　添加物の安全性に関する試験及び報告書の作成の業務に係る請負契約において、契約が履行期間内に履行されていないのに履行されたとする事実と
異なる内容の関係書類を作成するなどの不適正な会計経理を行い、代金を支払っていたもの。
 (略)
 このような事態が生じていたのは、研究所において、会計法令等を遵守することなどの基本的な会計経理を適正に行う意識が欠如していたこと、厚生労働
本省において、研究所に対して、予算の執行に当たり会計法令等を遵守することなどの指導が十分でなかったことなどによると認められる。

　→国立医薬品食品衛生研究所における検査を徹底するとともに、厚生労働本省においても平成１９年度以降については、行政効率化推進計画等の取組
の中で、平成１８年６月に　「随意契約の見直し計画」が策定されたことに伴い、契約のあり方を見直したことから、本省において分析法に関する契約に一般
競争契約を導入しており、適切な処理が行われるよう既に改善が図られているもの。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

行政事業レビュー推進チームの所見

事
務
事
業
の
改
善

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

　本事業の調査結果は、規制対象物質に対し規格基準を設定するための重要なデータであり、コーデックス委員会等の国際会議及び薬事・食品衛生審
議会の審議において使用されるものでもあるため、適正な内容であるよう努めている。
　平成24年度は、本事業の結果を踏まえて薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会添加物部会での議論を経て新たに添加物９品目が指定され、一日摂
取量調査の報告及び既存添加物の安全性評価検討結果についても添加物部会にて報告したところであり、本事業は事業目的に沿って適切に行われて
いると考える。
　なお、添加物毒性試験等に必要な遺伝子組換え動物の飼育業務等、極めて特殊な技能を要する随意契約案件については、公共調達委員会の審査を
経て契約を締結しているところであり、また事業終了後、その使途についても適正な把握に努めている。

点検対象外

○

○

○

－

所管府省・部局名

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

点
検
結
果

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

最新の科学的知見により、食品添加物等の規格を整備
するとともに食品及び食品用器具・容器包装等への化学
物質の使用基準を設定・検証することで、食品の安全性
を確保するため、優先度の高い事業となっている。

支出先の一部に随意契約がある。しかしながら、専門的
技術を有し、着実に試験が実施できる機関である。

入札により、当初予定していた予算額以下で購入できた
機器があったため。

安全性の評価や一日摂取量調査については、その結果
をホームページで公表している。

02570328 0298

食品添加物は現代の食生活に必要不可欠なものであ
り、また食品用容器包装等に使用される化学物質の中
には人体への有毒性が懸念されているものもある。国民
の食の安全に関する不安感が高まっている中、これらの
リスク管理を行うために実施する本事業は、国民のニー
ズが高く、国費を投入しなければ事業目的が達成できな
い。

食品衛生法に基づき国が基準の設定等を行うために必
要なデータの収集や設定した基準を継続的に検証する
本事業は、国が実施すべきものである。

備考

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

本事業は添加物等の安全性試験及び新規指定などに
必要な経費に限定されている。

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

△

○

○

-

一つの試験に係るコストはある程度決まっており、大幅
な削減は不可能であるが、試薬を一括購入する等により
コスト削減に努めている。

-

最新の科学的知見に基づき試験等を実施しており、実効
性の高い手段となっている。

評価に関する説明

事業所管部局による点検



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

厚生労働省 

５０７百万円 

D 民間業者等（５５者）  

１８６百万円              

【事務費】 

B 民間会社等（７２者） 

１４１百万円               

【随意契約】 

A 公益法人等（１９者）  

１７９百万円                 

【一般競争入札】 

C 検討会委員等（２４者）  

１百万円              

【委員等旅費・謝金】 

食品添加物、容器包装等に

関する規格基準の設定及び

見直しのための試験検査等 

食品添加物、容器包装等
に関する規格基準の設定
及び見直しのための試験

検査等 

食品用器具・容器包装、おも
ちゃ等の試験法に係る検討会
等に必要な経費 

備品費、消耗品費、 

雑役務費、光熱水料等 



計 62 計 0

雑役務費 給与・賞与 62 － － －

D.　資金前渡官吏 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

１００万円以上の支出該当なし － － －

C.　委員Ａ G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 17.4 計 0

指定添加物の安全性に関する試験（ポリブ
テンに関する９０日間～）　一式

3.6

指定添加物の安全性に関する試験（パント
テン酸ナトリウムに関する９０日間～）　一式

3.6

指定添加物の安全性に関する試験（ポリア
クリル酸ナトリウムに関する９０日間）　一式

6.6 － － －

雑役務費

指定添加物の安全性に関する試験（インドー
ルに関する９０日間～）　一式

3.6

B.　（株）ボゾリサーチセンター F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 35 計 0

－ － －
液体クロマトグラフタンデム四重極型質量分
析装置　１式

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

E.

使　途

備品費 35

費　目

A.　（株）池田理化

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）



支出先上位１０者リスト
A. 一般競争入札

B. 随意契約

Ｃ. 委員等旅費・謝金

4 随意契約

4 委員Ｄ

9

8 （株）バイオテック・ラボ 消耗品の調達（３５件） 5 随意契約

（株）和科盛商会 Ｔｒａｎｓｐａｃｋ　Ｐａｃｋａｇｉｎｇ　Ｅｘｔｒａｃｔ　１点　他５件

10 片山化学工業（株） 消耗品の調達（３２件） 4 随意契約

7 （財）日本食品分析センター 生育阻害が認められる酵素の微生物試験法の検討　一式　他７件 5 随意契約

6 7 随意契約

2 委員Ｂ 第９版食品添加物公定書作成検討会出席謝金 他９件 0.11

4 随意契約

0.11

5 随意契約

ＮＴＴファイナンス（株） Ｐｅｒｃｅｌｌｏｍｅ　トキシコゲノミクス網羅解析研究～一式　賃貸借　９ヶ月 11

9 （株）ボゾリサーチセンター 指定添加物の安全性に関する試験（パラメチルアセト～染色体異常試験）　一式 4 5

指定添加物の安全性に関する試験（Ｌ－システイ～９０日間反復投与毒性試験）　一式 1 5

平成２４年度　ＶＸＲ－４００Ｓ型及び～変換核磁気共鳴装置　一式　保守　一ヵ年

50.50%

42.40%

8 （株）リクルートスタッフィング 試験研究業務等のための人材派遣業務

指定添加物の安全性に関する試験（５’-ウリジ～９０日間反復投与毒性試験）　一式 1 5

7 （株）化合物安全性研究所 指定添加物の安全性に関する試験（α －アミルシンナム～染色体異常試験）　一式 4

指定添加物の安全性に関する試験（酢酸シトロネリル４～染色体異常試験）　一式 5

5 1 100.00%

5 2 93.10%

2

1

3

5

凍結乾燥機（東京理化機器株式会社製　ＦＤＵ－２１１０）　１式

平成２４年度　ＤＮＡマイクロアレイ解析システム保守　一式　１ヶ年

98.10%

100.00%

アジレント・テクノロジー（株）

5

（株）バイオテック・ラボ4

シアン分析用ユニット　（株式会社島津製作所　Ｐｒｏｍｉｎｅｎｃｅ～）　１式 2

飛行時間型質量分析計機能アップグレード作業　１式

97.20%

ガスクロマトグラフ（株式会社島津製作所製　ＧＣ－２０１４　ＡＦ／ＳＰＬ）　1式 3 3 77.80%

73.80%

高速液体クロマトグラフ（株式会社島津製作所　ＰｒｏｍｉｎｅｎｃｅＵＦＬＣ）　１式 7

高速液体クロマトグラフ分取システム（～Ｐｒｏｍｉｎｅｎｃｅ分取システム）　１式 6

島津サイエンス東日本（株）

2 ＷＤＢ(株) 試験研究業務等のための人材派遣業務 26 5

3

落札率

69.90%

51.10%

47.50%

4

2 （株）池田理化 超低温フリーザ　３３３Ｌ（－８５℃）　ＭＤＦ－Ｕ３８４　１式　他５３件 13 随意契約

食品用途におけるナノマテリアルの使用実態調査 5 4

（株）ボゾリサーチセンター

支　出　額
（百万円）

3 尾崎理化（株） 消耗品の調達（６５件） 12 随意契約

鉛試験適合性検証に関する検討　一式 5 2

10 ＪＦＥテクノリサーチ（株） 37.90%

37.40%

5

5 2

7 5 65.30%

ガスクロマトグラフ質量分析計（Ａｇｉｌｅｎｔ～５９７５Ｃ）　１式 9 3 95.20%

47.40%

6 （財）日本食品分析センター 指定おもちゃに含有するＰＣＢについての残存実態検査業務

原子吸光光度計　１式 8 2 97.30%

3 85.60%

3 76.50%

3

1 （株）池田理化 液体クロマトグラフタンデム四重極型質量分析装置　１式 35 2 95.80%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

随意契約

支　出　先 業　務　概　要 入札者数

1 17

（財）畜産生物科学安全研究
所

指定添加物の安全性に関する試験（Ｌ－リシンＬ－グルタミン酸塩に関する～）　一式　他１件

（財）食品薬品安全センター秦
野研究所

指定添加物の安全性に関する試験（トランスジェニックマウス突然変異試験）　一式　他３件 10

指定添加物の安全性に関する試験（ポリアクリル酸ナトリウムに関する９０日間）　一式　他３件

1 委員Ａ 第９版食品添加物公定書作成検討会出席謝金 他９件

3 委員Ｃ 第９版食品添加物公定書作成検討会出席謝金 他９件 0.11

0.09

5 委員Ｅ 第９版食品添加物公定書作成検討会参考人出席謝金 他８件 0.09

第９版食品添加物公定書作成検討会出席旅費 他３件

6 委員Ｆ 第９版食品添加物公定書作成検討会出席謝金 他７件 0.09

7 委員Ｇ 食品用器具・容器包装、おもちゃ等の試験法に係る検討会出席旅費 他３件 0.08

8 委員Ｈ 第９版食品添加物公定書作成検討会出席旅費 他９件 0.06

9 委員Ｉ 食品用器具・容器包装、おもちゃ等の試験法に係る検討会出席旅費 他１件 0.06

10 委員Ｊ 第９版食品添加物公定書作成検討会出席謝金　他４件 0.05



Ｄ. 事務費

1 資金前渡官吏 給与・賞与 62

5

6

7

8

9 （株）伊藤サプライ 消耗品の調達（４７件） 2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

2 東京電力（株） 電気料 42 随意契約

92.80%

4 東京都水道局 水道料 6 随意契約

丸善（株） 平成２４年度　外国雑誌（４４点）　他３件 6 4 93.50%

（株）紀伊國屋書店 平成２４年度　外国雑誌（３６点） 5 4

Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｂ．Ｖ． 平成２４年度　サイバース・サイエンス・ダイレクトの利用　１ヶ年 5 随意契約

（株）バイオテック・ラボ ＱｕａｔｔｒｏＰｒｅｍｉｅｒ洗浄点検・ＵＰＬＣ簡易点検　一式　他２２件 4 随意契約

10 （株）池田理化 １５インチ　ＭａｃＢｏｏｋ　Ｐｒｏ　Ｒｅｔｉｎａ　ディスプレイモデル　一式　他８件 2 随意契約

3 東京ガス（株） ガス料 12


